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Abstract;  Recently, a new type robot sharing work space with persons has been under research and 
development for use in carrying heavy objects not only in factories but also at outdoor working sites 
and in welfare facilities. Since the general purpose of this robot is to substitute for conventional carriage 
supporting equipment, a working mode in which a human and a robot carry a heavy object together in a 
coordinated manner is being widely studied.
Since it is impossible to control the torque output of the load-lifting actuator not to exceed the human 
tolerance, especially those of vertical articulated type, a safety mechanism that always monitors the 
actuator torque output and stop the torque output immediately in case of excessive output occurrence is 
essential to ensure the safe use of robots. In addition, the robot must be capable of maintaining its posture 
with no supply of energy in emergency stop operation or failure occurrence.
In order to realize the safety mechanism capable of fulfilling the above requirements, a normally closed 
type clutch using magnetorheological suspension and rare-earth permanent magnets is proposed in this 
study as a safety device for human-collaborative robots. This magnetorheological clutch functions as a 
variable torque limiter and a holding brake in robot joint axes. Aiming to achieve both good controllable 
characteristics and safety performance of the clutch, the magnetic poles of internal permanent magnets 
are faced asymmetrically for the improvement of magnetic field generation and the multi-sheet rotor 
stricture is adopted for the increase in the amount of torque output.
An experimental result shows that the normally closed type of magnetorheological clutch can transmit 
driving torque up to approx. 120 Nm by an application of exciting current of -1.0 A and output holding 
torque of approx. 40 Nm which have enough applicability to the practical robot application.

Keywords;  Human-Collaborative Robot, Risk reduction, Magnetorheological suspension, Actuator, Safe 
torque control, Asymmetrical failure characteristics, Emergency stop function.
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1．はじめに

　作業空間を人の行動空間と共有することを特徴とした
ロボットは人間共存型ロボット1）と呼ばれ，産業用ばか
りでなく非製造業分野の用途においてもその利用が期待
されている。特に，一人で重量物を運搬する又はこれ
に類する作業は，工場内だけでなく屋外現場や福祉施設
でも多く見られ，従来の運搬補助機器に代わる汎用的な
支援手段として，人間とロボットが協調して一つの物を
運搬する作業形態（以下，これを協調運搬作業と呼ぶ。
Fig. 1参照）が広く検討されている2，3，4）。ただし，この
ような協調運搬作業に用いるロボットには使用に伴うリ
スク低減が必須であるが，通常の力や速度の制御機能で
は危険側故障だけは決して生じないというフェールセー
フ性が保証できず，このため，実際の適用事例は極めて
限られているのが現状である。
　そこで，フェールセーフな対人安全性確保のアプロー
チの一つとして，関節に組み込んだ電磁摩擦クラッチ5）

や駆動ベルト・プーリー間の滑り6）といった機械要素の
受動的な特性を利用して，過大な力出力（関節トルク出
力）を制限する方策が試みられている。これらは，負荷
側と駆動側の間にトルクリミッタを設けて過負荷に対し
電動機を保護する発想と全く同じ考え方で，電動機に代
えて人や環境を保護しようとする方策である。特に，こ
の方策のための力出力制限機構に電気粘性流体や磁気粘
性流体といった機能性流体の応用が提案されており7，8），
可制御な粘性特性を利用してアナログ的な可変トルクリ
ミット機能が実現できる上に，力制御性能や位置決め性
能の向上も同時に図れることが報告されている9）。
　しかし，機能性流体クラッチ機構のロボットへの適用
に関する従来の研究では，ロボットの構造を水平多関節
ロボット（SCARA型ロボット）に類する構造，すなわ
ち，ロボットの関節軸にアームの自重を支えることが要
求されない場合に限定されてきた。これは，従来，機能
性流体クラッチ機構を，電源遮断により電界・磁界の印
加が停止すると機械的連結が開放するノーマルオープン
型でしか構成できなかったことに依拠する。水平多関節
ロボットでは，断線などの典型的な単一障害発生時なら
びに非常停止時に，機械的連結が開放されて関節軸がフ
リーとなることは安全状態である。しかし，より汎用性
が高く一般的な垂直多関節ロボットでは，電源遮断時に
ロボットは非制御下に置かれ，自重を保持するための保
持力（保持トルク）が必要になる。従来の機能性流体ク
ラッチ機構はこの要求に応えておらず，関節のトルクが
突然失われ，自重によるアームの落下などの新たな危険
源を生じる恐れがあった。
　そこで，本研究では，人と協調して運搬作業を行う
垂直多関節ロボットに適用可能なノーマルクローズ型

の磁気粘性流体クラッチ（：Normally Closed type of 
Magnetorheological suspension Clutch.　以下，単に
NC型MRクラッチと記す）を開発する。本稿では，第2
章で，人と協調運搬作業を行う垂直多関節ロボット（：
Vertical Articulated type of Cooperative Material－
handling Robot.　以下，単にVACMロボットと記す）
のリスク低減戦略を一般化して論じ，それを達成するた
めの手段としてNC型MRクラッチの必要性を説明する。
次に，第3章で，本研究で開発するNC型MRクラッチの
設計コンセプトを示す。ここでは，電源遮断時の磁場発
生のために希土類永久磁石を利用するが，さらに，実際
的な垂直多関節ロボットに適用できる大きさの保持トル
クを得る方策として，磁極の非対称配置と内部ロータの
多板化を提案する。最後に，第4章で，シミュレーショ
ン結果と実測結果との比較から，開発したNC型MRク
ラッチが所用の特性を実現していることを示すと共に，
保護装置としての安全性能を評価する。

2． 協調運搬作業を行う垂直多関節ロボットの
リスク低減戦略

　水平多関節ロボットのように，自重を構造的に補償し
ているロボットの場合，設計段階から関節トルク出力を
制限し，小容量のアクチュエータを採用するという本質
安全設計方策によって，押しつぶしの危険源を除去可能
である。しかし，垂直多関節ロボットでは，自重を支え
つつ十分な力出力機能を発揮しなければならいため，小
容量のアクチュエータを採用することは実際的でない。
本章では，協調運搬作業に用いる垂直多関節ロボットの
リスク低減戦略を一般化して論じ，その中で，これを達
成するために不可欠な保護装置としてNC型MRクラッ
チの必要性を説明する。

2.1　VACMロボットの定義
　本研究ではVACMロボットを次のように定義する。

VACMロボット：
　 任意の位置で把持した運搬対象物の重量を軽減する
ことを目的とするロボット。ロボットアームの手先
に取付けられた力センサによって直接あるいは運搬
物を介して利用者が加える操作力を検出し，操作力
があるときは運搬物を移動させるべき方向を抽出・
判断して各関節が制御され，また，操作力がないと
きは現在の位置を保持するように各関節が制御され
る。
　この定義はこれまでに報告されたVACMロボットに
関する研究を俯瞰して一般化したもので，米国ロボット
工業会が作成した知能化支援機器（：Intelligent Assist 
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Devices）に関するANSI規格原案10）でも同様の定義が
なされている。本研究が想定するVACMロボットの概
念をFig. 1に示す。

2.2　危険源となるトルク成分
　第2.1節の定義に従うVACMロボットのダイナミクス
は，一般的な垂直多関節ロボットのダイナミクスに手先
に加わる操作力を加えたものとして（1）式で表される。

 （1）

　ここで，τは各関節のトルクを表すベクトル，qは各
関節の角度を表すベクトル，Fは人間の操作力を表すベ
クトル，H(q)は慣性行列，C(q,q4 )はコリオリ・遠心力項，
Bq4は摩擦力項，J はヤコビ行列であり，G(q)は重力（自重）
の影響を表すベクトル（以下，これを重力補償項と呼ぶ）
である。ただし，把持している運搬物の質量やモーメン
トはアームに含めて考えている。
　協調運搬作業の実現に適用できる制御則にはいくつか
あるが，例えば，運搬物の位置xと人間の操作力Fとが（2）
式の関係を満たすよう制御するインピーダンス制御則を
仮定する。

 （2）

　ただし，aとvは各々協調運搬作業実行中に実現しよ
うとする運搬物の目標加速度と目標速度を表すベクト
ル，MdとDdは作業中に人間に感じさせたいダイナミク
スである。この場合，Jが正則であるとすれば，各関節
のアクチュエータのトルクは（3）式に従って制御される
ことになる。

（3）

　文献11）が指摘するように，（3）式のトルク出力のうち，
重力補償項G(q)は，アームの自重と運搬物の重量により
自動的に相殺されるトルク成分，すなわち，人体に損傷
を負わせる可能性のないトルク成分であることに注意が
必要である。したがって，ロボットの関節数をn個とす
れば，トルク出力のうち押しつぶしの危険源となるトル
ク成分は（4）式で表される。

 （4）

　ここで，τiとG(q)iは各 τ々とG(q)の第i番目関節の要素
である。

2.3　リスク低減達成の条件
　人体に危害を及ぼす恐れがないとできる接触力の値が
fH，これに対応する関節トルクがτH，τHの第i番目関節
の要素がτHiで表せるとする。ここで，押しつぶしの危
険源となるトルク成分τ~の第i番目関節の要素τ~iが（�）
式を満たすとき，VACMロボットの押しつぶしの危険
源に起因するリスクは適切に低減されたこととなる。

 （�）

　（4）式の関係より，各関節トルクτiの条件として書き
換えると（�）式となる。

 （�）

　fHを具体的に決定する際の指標として，筆者らは既に
人体痛覚耐性限界12）を提案しており，例えば，上腕で
は約��Nとなる13）。このような値を参照して（�）式の制
約を課しても，協調運搬作業の作業目的に照らして考え
れば，作業中の関節トルクはそのほとんどがG(q)iによっ
て占められるので，実際には，VACMロボットの作業
性はほとんど低下しないと言える。換言すれば，重力補
償項として自動的に相殺されることのない制御動作実現
のため（典型的には加減速のため）のトルクを許容限界
値以下に抑えることが，VACMロボットのリスク低減
をその有用性を犠牲にせずに達成する安全設計戦略であ
る。
　なお，上述の議論から，一般にG(q)i＞τHiであり，し

Fig. 1　 General concept of the vertical articulated 
type of cooperative material-handling robot.
協調運搬作業用垂直多関節ロボットの概念
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たがって，τiは常にτi＞0であることを，次の第2.4節の
議論のために改めて注記しておく。

2.4　NC型MRクラッチの必要性
　構造的に重力補償項を支える水平多関節ロボットの
場合にはG(q)を考慮する必要がなく，（�）式のτiはG(q)i＝
0として（�）式のτ~iと等しくなり，この値はロボットの
姿勢によって変化しない。したがって，従来のトルクリ
ミッタに類する受動的なトルク制限値機構を用いること
で（�）式を満足することができ，必ずしも機構のトルク
制限値が可制御である必要はない。
　しかし，VACMロボットでは，姿勢によって著しく
変化する重力補償項G(q)に応じてトルク制限機構の制限
値が調節されなければならない。第3.1節で述べるよう
に，磁気粘性流体（：Magnetorheological suspension. 
以下，単にMR流体）は磁界を印加すると見掛けの粘度
が増加する特性をもち，このため，MR流体を動力伝達
媒体とするクラッチ（以下，単にMRクラッチ）は印加磁
界を制御することで機構がすべりを生じる負荷トルクの
大きさを変化させることができる。この特性から，本研
究ではMRクラッチをVACMロボットの保護装置とし
て利用する。
　ところで，産業用ロボットの安全要求事項を規定す
る国際標準ISO 1021�：200�14）によれば，リスク低減
のための保護装置はISO 13�4�－1：1���15）に記述され
るカテゴリ3に相当する以下の要求を満足する必要があ
る。
1） 単一の不具合（障害）では保護装置の機能（安全機能）
は損なわれない，

2） 合理的に予見可能な単一不具合は，すべて安全機能
の次の要求時又はその前に検出されなければならな
い，

3） 単一不具合発生時に安全機能が実行され，かつ，検
出された不具合が修復されるまでは安全状態が維持
されなければならない。

　MRクラッチにおいては典型的な単一不具合として，
磁界を所要の値に調節できなくなり，例えば，磁界発生
源として電磁コイルを利用している場合に励磁電流を供
給する配線が断線するなど，最悪，無磁界状態となる状
況は当然予見可能であるが，この状況でもリスク低減達
成の条件である（�）式が維持されなければならず，この
ことは，MRクラッチがノーマルクローズ型（：Normally 
closed type，以下NC型）の特性を有する場合でしか達
成できないことを意味する（τiは常にτi＞0であることに
注意されたい）。
　仮に，MRクラッチがノーマルクローズ型で構成され，
無磁界状態で十分な大きさの保持トルクを伝達可能であ
るとすると，単一不具合発生時にVACMロボットの関

節のアクチュエータを停止させ，その保持トルクを伝達
してアームの自重を支えられる。このとき，VACMロ
ボットのダイナミクスは，保持トルクによって一切の能
動的動作が阻害され，アームに加わるトルクとアームの
自重とが強制的に平衡しているという意味で（�）式で表
される。

 （�）

　これは明らかに（�）式を満足する。

3．NC型MRクラッチの設計コンセプト

　MR流体は，合成油等の流体中に直径が数μm程の強
磁性粒子を分散させた懸濁液であり，無磁場の状態で
は低粘度の液体として振る舞うが，外部より磁界を印加
すると分散していた粒子が互いに連結してクラスタと呼
ばれる架橋構造を形成し，磁場強度に応じた降伏値が誘
起する特性をもつ。MRクラッチは，このMR流体の特
異な流動特性を利用したもので，磁界を変化させること
でアナログ的に伝達トルクを制御できる機構である。ロ
ボット関節などをMRクラッチを介して動力を伝達する
構造とすると，仮に駆動側アクチュエータ（典型的には
サーボモータ）が暴走して過大な動力が加えられても，
磁界に応じた大きさのトルク以上に対してはMRクラッ
チ自らが滑りを生じて，その伝達（外界への出力）を防
止する。
　本章では，開発したNC型MRクラッチの構造を示す
とともに，実際的な垂直多関節ロボットに適用できる
オーダーの保持トルクを得る方策として，磁極の非対称
配置及び内部ロータの多板化を検討する。

3.1　提案するNC型MRクラッチの構造
　本研究で開発したNC型MRクラッチの構造をFig. 2
に，その構成部品をPhoto 1に各々示す。MRクラッチ
をNC型とするために，本研究では希土類永久磁石が作
る磁界を利用する。すなわち，希土類永久磁石（サマリ
ウムコバルト系：Sm2Co1�）と電磁コイル（直径0.�mm，
�00ターン）がヨークを介して各々結合されて磁気回路
を構成しており，出力軸に連結された磁性体製のロータ
（直径1��mm，厚さ2mm）を間に挟んで各々が対向し
て配置された構造であり，磁気回路の内外の円筒磁極と
ロータとの間隙（0.�mm）にMR流体が充填されている。
ロータ左右の磁気回路は，タイミングベルトプーリに
よって機械的に連結されており，これを回転させること
で外部から動力が入力される。磁気回路部が回転すると，
コイルが非励磁の状態のとき，永久磁石で生成された磁
界によって充填されたMR流体が固化し，磁界の大きさ
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に応じたトルクがロータに伝達される。他方，コイルは
励磁状態で永久磁石の磁界を打ち消す向きに磁界を発生
する。このため，コイル励磁時にはMR流体は無磁界状
態におかれて流動し，クラッチが解放される。なお，こ
の構造では，コイルに逆電流を印加して励磁すると，コ
イルの磁界が永久磁石の磁界に重畳し，無励磁状態より
もさらに大きなトルクを伝達することも可能である。

3.2　磁極配置の違いによる磁気飽和の回避
　Fig. 2に示した磁気回路配置を採用した理由は，磁性
体であるロータと磁極との間に生じる磁気吸引力を表
裏で互いに打ち消すことで，特にスペーサなどを用いず
とも，ロータと磁極とが接触することを防止できること
にある。一般に，磁界の方向は磁気吸引力の大きさには
影響しない。しかし，NC型MRクラッチの設計段階で，
対抗する磁極のN，Sの違いにより，MR流体を通る磁
束の集中が大きく異なることが判明した。
　有限要素法シミュレーションによる磁束密度解析結果
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magnet pole

Permanent
magnetCoil N SN S

Inner cylindrical
magnet pole

Rotor Output Shaft

MRS

Oil seal Yoke

MRS: Magnetorheological suspension

Fig. 2　Schematic structure of NC type of MR clutch.
NC型MRクラッチの構造

Photo 1　Component parts of NC type of MR clutch.
NC型MRクラッチの構成部品
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シミュレーションによる磁束密度解析結果
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をFig. 3に示す。Fig. 3において，横軸は解析の対象と
した面での出力軸中心からの半径距離であり，内側磁極
である半径4�～��mm及び外側磁極である半径�2.�～
�0mmの部分に充填されたMR流体に磁場が印加される
ことが分かる。なお，本研究ではMR流体としてLORD 
Cooperation製MRF－132DGを使用しており，その磁
化特性を考慮している。
　Fig. 3に示すように，左右の磁気回路の対向する磁極
のNとSを対称に配置した場合（これを対称配置と呼ぶ）
に比べ，対向する磁極を逆向きに配置した場合（これを
非対称配置と呼ぶ）の方が，MR流体中を通る磁束密度
が大きくなっていることが分かる。これは，Fig. 3（a）
（b）に示すように，対称配置の場合には磁束がロータの
ラジアル方向に流れ，その結果，ロータ内で磁気飽和が
生じるのに対して，非対称配置では，ロータのラジアル
方向には磁束が流れず，磁気飽和を生じることなくロー
タ表裏にのみを磁束が通過するためである。ロータの厚
さを増すことにより対称配置でも磁気飽和は生じないよ
うにすることは可能であるが，これはMRクラッチの重
量増加に直結し，好ましくない。

3.3　ロータの多板化による保持トルクの向上
　希土類永久磁石により生成される保持トルクをできる
限り大きくするためには，ロータの表面積を増やすこと
が重要である。しかし，単純にロータの直径を増すこと
は，ロータの強度確保と機械工作精度確保の観点から好
ましくない。そこで，Fig. 4に示すように，同一形状の
ロータを3枚設ける多板化を検討した。この場合，磁路
長の増加に伴って磁気抵抗が増え，MR流体を通る磁束
が減少するものの，MR流体に接するロータの表面積が
増え，結果的に保持トルクが増加する。
　3枚のロータが各々0.�mmの間隙を保つよう2枚の
リング状の磁性体製スペーサを挟んで配置された場合
（Fig. 4（b）参照）で保持トルクを有限要素法により推定

し，ロータが1枚の場合と比較した。ここで，本研究で
使用したMRF－132DGのデータシート上のせん断応力
特性から，磁場H（kA/m）の影響で誘起する半径当たり
のMR流体のせん断応力（Pa）は（�）式で近似した。

　　τMR= 0.1�2 H 3 － 0.�0� H 2+0.3�1 H （�）

したがって，NC型MRクラッチの保持トルクT（Nm）は
（�）式で推定される。

 （�）

　ここで，は内側磁極の有効内縁半径（m），は外側磁
極の有効外縁半径（m），はロータ枚数である。（�）式よ
り得られた保持トルクの比較結果をFig. �に示す。ロー
タを3枚と多板化したことで，無励磁時（0A時）のトル
クが1枚の場合に比べ約1.�倍になると期待できる。た
だし，磁気回路特性の変化のために，ロータ1枚の場合
には伝達トルクがほぼ0となっていた0.�A印加時に約
2.0Nm程のドラグトルクが生じることが予想された。

4．実験結果と考察

　第3章で述べた設計コンセプトに従い，NC型MRク
ラッチを試作した。本章では，これを用いた実験結果
とシミュレーション結果との比較から，提案するNC型
MRクラッチが所用の特性を実現していることを示すと
共に，保護装置としての安全性能を評価する。

4.1　トルク伝達特性の評価
　ロータが1枚の場合と3枚の場合について，第3.2節の
推定結果で得られたトルク伝達特性が実現されているか

MR = 0.172 H 3 - 0.709 H2 + 0.361 H (8) 
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Fig. 4　 Changes in magnetic circuit structure caused 
by the number of rotors
ロータの多板化による磁気回路構造の変化
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を調べるために，まず，MR流体が充填されていない状
態での外側磁極の内縁より1.0mmの位置での磁場をテ
スラメータで測定し，励磁電流に対する磁場の変化をト
ルク推定時の解析結果と比較した。その結果をFig. 6に
示す。両者とも励磁電流が1.0Aの場合を除き，シミュ
レーションによる解析値と実測値はほぼ一致しており，
所要の磁気特性が試作機に実現されていることが確認で
きた。
　次いで，Fig. 5で推定された保持トルクが実際に発生
することを検証するため，Photo 2に示す実験装置を構
築して伝達トルクを測定した。測定では，所定の励磁
電流を印加した状態でシャフトを回転させて，磁気回路
を連結するタイミングベルトプーリに取り付けた長さ
200mmの鉄棒を介して，軸が滑り始める瞬間のトルク

をロードセルにより測定した。軸が滑り始める瞬間のト
ルクは，NC型MRクラッチの保持トルク能力を示すも
のであり，ピーク値として記録した。ただし，実験では，
シャフトを電流印加後10min経過後に回転させた。この
理由については後に詳述する。
　得られた測定結果をFig. 7に示す。解析結果と同じく，
ロータ3枚の場合にはロータ1枚の場合に対し約1.�倍の
保持トルクが無励磁時に得られた。また，励磁電流が約
0.�Aのときに伝達トルクが最小となり，クラッチが開
放された状態が実現されることも確認された。しかし，
0.�A印加時を除き，Fig. 5で示した推定値に比べ，各電
流でのトルクは全体的にやや小さい値に留まった。なお，
Fig. 7では，励磁電流を0Aから－1.0Aまで変化させた
場合の伝達トルクも併せて示している。－1.0A印加時
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Fig. 6　 Comparison of magnetic flux density between 
estimated and measured value.
磁束密度の推定値と実測値の比較

Photo 2　 Experimental system to measure transmitted 
torque.
伝達トルク測定システムの外観
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では，無励磁時の約3倍のトルクが伝達可能である。な
お，本研究では，NC型MRクラッチは常温下で使用さ
れることを意図しており，実験では温度依存性は考慮し
ていない。

4.2　NC型MRクラッチの安全要件と評価
　NC型MRクラッチは，ロボット関節軸に内蔵され，
可変トルクリミッタと確実な姿勢保持を担う保持ブレー
キとして機能する保護装置である。このため，次の3つ
の特性が要求される。
① 励磁電流によって指定されたトルクリミット値は，励
磁電流が一定である限り，変動してはならない。

② 同様に，無励磁時に永久磁石により生成される保持ト
ルクは，コイルが再励磁されるまで変動してはならな
い。

③ 励磁電流遮断時には，保持トルクが速やかに発生しな
ければならない。

　以上の要件を満足していることを検証するため，先ず，
要件①，②について，一定励磁電流下でのトルクの時間
変化を測定した結果をFig. 8に示す。MR流体の特性と
してよく知られるクラスタの二次的成長のために，励磁
電流の変化後10min経過するまではトルクが徐々に増加
している。このため，トルクリミッタとして機能させる

場合は，10min経過後の静定値（Fig. 7に示したトルク
値）をリミット値として見なさなければならない。他方，
アームの保持を目的とする場合は，静定前の低いトルク
値（約�0％）を考慮する必要がある。
　最後に要件③について，トルク増加時（クラッチ連
結時）の応答特性を調べるため，Photo 2に示した測定
システムにおいて，シャフトをACサーボモータにより
30rpmで回転させた状態で励磁電流を0とし，そのとき
の伝達トルクのステップ応答を測定した。これは，同時
に，緊急時の非常停止で供給電力が遮断されたときの保
持トルク発生を検証していることになる。このような場
合の最悪条件での応答として，励磁電流を0.�Aから0A
に変化したときの結果をFig. 9に示す。励磁電流の応答
波形より，電流アンプの遅れは概ね時定数1�msの一次
遅れ系として近似できることが分かる。伝達トルクはこ
の励磁電流の変化にほとんど遅れなく追従した。印加す
る励磁電流を変えても，一次的なトルク静定時間はほぼ
同じで約0.1�sであった。
　なお，トルク減少時（クラッチ解放時）の応答特性は，
上述したMR流体のクラスタの二次成長の影響を受けな
いため，トルク増加時の特性に比べてかなり優れたもの
であった。
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5．おわりに

　本研究では，人間共存型ロボットの関節軸に必須の安
全要求事項を明らかにし，それを満足する方策の1つと
して，永久磁石を利用したNC構造のMR流体クラッチ
を開発し，その評価を行った。
　人間と協調して運搬作業を行う垂直多関節ロボットで
は，関節軸のトルク出力の制限と非常停止時の姿勢保持
という2つの安全機能が必要である。NC型MRクラッチ
は，この安全要求事項を達成する方策として大変有効で
あり，さらに本研究では，対向磁極の非対称配置による
MR流体にかかる磁場の効率的な生成とロータの多板化
によるトルク出力の向上によって，実際的なロボットに
適用可能な大きさへ保持トルクの増大が図れることを確
認した。
　今回開発したNC型MRクラッチは，基本性能検証を
第一の目的としたため，実装を配慮した設計が尽くされ
ているとは必ずしも言えず，さらなる小型・軽量化の余
地が残されている。また，今後，耐久性についても十分
な検証が必要である。しかし，原理的にロボット関節軸
に内蔵することが可能な機構であることから，従来リス
ク低減のために関節軸駆動用アクチュエータの選択に制
約を受けていた人間共存型ロボットの設計自由度を大い
に拡大する方策として，安全かつ汎用性の高い人間共存
型ロボットの実現に寄与するものと期待される。
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